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Ⅱ 財源措置（一般会計） 

 

  １ 市税        1,948億7,389万4千円（対前年度当初予算  0.2 % ） 

（単位：％） 
 

区 分 
平成18年度(2006年度)

当初予算額 (A)

平成17年度(2005年度)

当初予算額 (B) 差  引 (A)-(B) 伸 率 

個人市民税 595億 456万7千円 543億9,608万2千円 51億 848万5千円    9.4

法人市民税 250億4,699万4千円 249億3,998万1千円 1億  701万3千円     0.4

固定資産税 799億9,237万5千円 841億6,090万円  ▲41億6,852万5千円 ▲ 5.0

そ の 他 303億2,995万8千円 310億2,237万8千円 ▲ 6億9,242万円   ▲ 2.2

計 1,948億7,389万4千円 1,945億1,934万1千円 3億5,455万3千円    0.2

 

 

・個人市民税   定率減税の縮減などの税制改正による増収があるため、９．４％の 

増となる見込み。 

 

 
 
・法人市民税   景気が緩やかな回復を続けているため、０．４％の増となる見込み。 

 
 
 
・固定資産税   土地分が地価下落により、家屋分が建築物価の下落を反映した評価 

替えにより減収となるため、固定資産税全体では、５．０％の減と 
なる見込み。 

 
 
・そ の 他   市たばこ税等の増収があるものの、都市計画税の減収で２．２％の 

減となる見込み。 
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２ 地方交付税   ４６０億円（対前年度当初予算 0.7%） 

（単位：％） 

区 分 
平成18年度(2006年度)

当初予算額 (A)

平成17年度(2005年度)

当初予算額 (B) 差  引 (A)-(B) 伸 率 

普通交付税 
（ 570億円 ） 

445億円 

（590億2,500万円）

438億3,500万円  

（▲20億2,500万円） 

   6億6,500万円   

(▲ 3.4)

1.5  

特別交付税 15億円   18億6,700万円  ▲ 3億6,700万円   ▲19.7  

計 
（ 585億円 ） 

460億円   

（608億9,200万円）

457億  200万円  

（▲23億9,200万円） 

2億9,800万円   

(▲ 3.9)

0.7  
 

※ （  ）は、「臨時財政対策債」を含んだ場合の金額 
国の地方財政対策及び平成１７年度の地方交付税の収入見込額等を勘案し、４６０億円を 

見込む。 
 
 
 
＜平成１８年度の地方財政対策＞ 
平成１８年度の地方財政対策として、平成１７年度に引き続き、従来、地方交付税で補 

てんされていた地方の財源不足の一部が「臨時財政対策債」（市債）で補てんされる。た 
だし、この「臨時財政対策債」については、償還時に全額が地方交付税で措置される。 

 
 財源不足に対する補てんのスキーム（１８年度）  

 

 

臨時財政対策債 

 

約2兆9,100億円 

地方交付税 

（特例加算分） 

約   7,000億円 

     

 

 

 

 

 

 

地 方 の 

財源不足額 

 

 

 

約18兆8,200億円

⇒⇒  

 

地方交付税 

（ルール分） 

 

国税５税の 

法定割合等 

 

約15兆2,100億円 
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３ 国庫支出金   847億7,312万1千円（対前年度当初予算 ▲1.3%） 
（単位：％） 

区 分 
平成18年度(2006年度)

当初予算額 (A)

平成17年度(2005年度)

当初予算額 (B) 差  引 (A)-(B) 伸 率

公共事業 106億3,105万円  74億6,334万6千円 31億6,770万4千円 42.4 

高齢･心身障害者､ 

児童福祉等 137億9,665万5千円 164億5,307万5千円

 

▲26億5,642万円   

 

▲16.1 

生活保護 220億7,594万4千円 227億7,944万7千円 ▲ 7億  350万3千円 ▲ 3.1 

原爆被爆者援護 349億2,640万円  360億7,311万4千円 ▲11億4,671万4千円 ▲ 3.2 

そ の 他 33億4,307万2千円 31億3,267万8千円 2億1,039万4千円 6.7 

計 847億7,312万1千円 859億  166万円  ▲11億2,853万9千円 ▲ 1.3 

 
（主な増減要因） 

 
公 共 事 業    段原土地区画整理事業の増        ２０億５，０００万円 

 矢賀大州線の増などによる道路・街路 
 整備の増                １３億６，４２１万６千円 
 
 

高齢･心身障害者､児童福祉等   児童扶養手当国庫負担金の一般財源化 
 による減               ▲１７億７，０５４万２千円 
 児童手当国庫負担金の一般財源化によ 
 る減                 ▲ ５億３，６０９万１千円 
 
 

生 活 保 護   １世帯あたりの受給保護費月額の減 
 
 

原爆被爆者援護   健康管理手当の受給者数の減       ▲ ６億５，８７３万７千円 
 在外被爆者渡日支援等事業の皆減    ▲ ３億  ８４４万円 
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（参 考） 
 
＜国の三位一体改革に伴う平成１８年度の財源措置＞ 
国は、平成１８年度予算において、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００５」に 

基づき、地方団体に対する国庫補助負担金については、約１兆8,700億円規模の廃止・縮減等を 
行うこととしている。 
 その中で、引き続き地方団体が主体となって実施する必要があるものについては、税源移譲 
対象として、所要額を精査した後の額が、暫定的に所得譲与税として交付される。 
また、これに伴い、所要の事業費が地方交付税の基準財政需要額に算入されるとともに、所 

得譲与税は、基準財政収入額に算入される。 
 
 

国庫補助負担金の廃止・縮減等         暫定的な税源移譲措置等 

国民健康保険国庫負担、養護老人ホー

ム等保護費負担金、公営住宅家賃対策

等補助など     [2兆  400億円] 

（平成１８年度一般財源化分 8,627億円） 
（平成１７年度一般財源化分 6,989億円） 
（平成１６年度一般財源化分 2,440億円） 
（平成１５年度一般財源化分 2,344億円） 
（地方交付税の基準財政需要額に算入） 

≪本市影響額 69億9,100万円≫ 

所得譲与税    [1兆9,318億円]

【 交付先：都道府県、市町村 】 
（平成１８年度移譲措置分 8,159億円） 
（平成１７年度移譲措置分 6,910億円） 
（平成１６年度移譲措置分 4,249億円） 
（地方交付税の基準財政収入額に算入） 

 

≪本市影響額 74億4,600万円≫ 

義務教育費国庫負担金(退職手当、

児童手当)など   [1兆 776億円] 

（平成１８年度減額措置分 4,217億円） 
（平成１７年度減額措置分 4,250億円） 

（平成１６年度減額措置分 2,309億円） 

 

 

⇒ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 
所得譲与税    [1兆  776億円] 

【 交付先：都道府県 】

※平成16・17年度は税源移譲予定特例交付金として交付 
（平成１８年度移譲措置分 4,217億円） 
（平成１７年度移譲措置分 4,250億円） 
（平成１６年度移譲措置分 2,309億円） 

税源移譲に結びつく国庫補助負担金改革額 

計       3兆1,176億円  合 計     3兆  94億円 

  公共事業関係その他 [1兆7,829億円]

（平成１８年度分 5,823億円） 
（平成１７年度分 6,441億円） 

（平成１６年度分 5,565億円） 

 

合 計    約4兆9,000億円 

平成１８年度分計 [約1兆8,700億円]
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４ 市債    519億  110万円（対前年度当初予算  ▲6.2%） 

（臨時財政対策債を除いた場合  ▲1.8%） 

（単位：％） 

区 分 
平成18年度(2006年度)

当初予算額 (A)

平成17年度(2005年度)

当初予算額 (B) 差  引 (A)-(B) 伸 率 

一般事業債 351億4,210万円 357億  870万円 ▲ 5億6,660万円 ▲  1.6 

臨時財政対策債 125億円       151億9,000万円 ▲ 26億9,000万円 ▲ 17.7 

減税補てん債等 42億5,900万円 44億1,500万円 ▲  1億5,600万円 ▲  3.5 

計 519億  110万円 553億1,370万円 ▲ 34億1,260万円 ▲  6.2 

 
※ 一般事業債には、財源対策債を含む。 

 
① 伸び率  対前年度当初予算  ▲６．２％ 

 
（要因） ・段原土地区画整理事業                         ３６億９，２００万円 

・広島高速道路公社に対する出資債等       ８億４，４００万円 
・臨時財政対策債              ▲ ２６億９，０００万円 
・総合リハビリテーションセンター整備    ▲ ２５億２，９００万円 
・新火葬場整備               ▲ １５億１，６００万円 
・港湾整備                ▲  ７億８，０６０万円 
・減税補てん債              ▲  ５億８，３００万円 

 
② 依存度   ９．６％〔地方財政計画１３．０％〕 

 
 

③ 市債残高見込み 
 

区    分 平成18年度末残高⒜ 平成17年度末残高⒝ 差引 ⒜－⒝ 

一 般 会 計 債 9,708億2,669万1千円 9,675億3,994万円    32億8,675万1千円

 実 質 残 高 7,899億5,392万6千円 7,998億6,816万5千円 ▲ 99億1,423万9千円

（注）実質残高とは、市債残高の総額から、減税補てん債などの特別な市債残高と、 
将来の返済に備えて減債基金に積み立てている額を除いた額である。 
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５ 基金繰入金    ３１億円（対前年度当初予算 7.5%） 

 

財政調整基金繰入金 ３１億円（平成１7年度当初予算２８億８，４４３万４千円） 
 

区    分 平成18年度末残高 (A) 平成17年度末残高 (B) 差  引 (A)-(B) 

財政調整基金 74億5,800万円 105億4,000万円 ▲  30億8,200万円

 
（参 考） 
財政調整基金の残高の説明  

区        分 財 政 調 整 基 金  

平成１６年度末残高(出納整理期間を含む) 105億7,900万円 

12月補正予算(剰余金積立) 8億3,900万円 

運 用 益 2,000万円 
積

立 

計 8億5,900万円 

湯来町からの引継分 700万円 

当 初 予 算 ▲ 28億8,400万円 

６月補正予算(取崩の減) 2億3,000万円 

1 1月 補 正 予 算 ▲ 2億5,100万円 

２月補正予算(取崩の減) 20億円           

平成17

年度中

増減 

取 

崩 

し 

計 ▲ 9億  500万円 

平成１７年度末残高(出納整理期間を含む) 105億4,000万円 

運 用 益 積 立 1,800万円 平成18

年度中

増減 取 崩 し ▲ 31億円           

平成１８年度末残高(出納整理期間を含む) 74億5,800万円 

 
 
 
 




